第三回　国連改革を考えるパブリックフォーラム　　　　　　　　　       2006.7.25

第1分科会 開発

高橋

今日の論点は二つ。第1点は、CSR（企業の社会的責任）というと従来はコンプライアンスと社会貢献事業が中心だったが、最近になり「持続可能な社会をどう作っていくのか」、つまり人間の安全保障を実現するために企業がどう貢献するのかという方向に一歩を踏み出そうとしている。この点を議論して認識を共有したい。

第2点は、1点目を後押しするための政府・NGOの役割は何なのか。どう連携していくのかを議論したい。

妹尾

国連GC（グローバルコンパクト）のJN（ジャパンネットワーク）が昨年発足し、UNIC（国連広報センター）が事務局を担当している。アナン事務総長は、グローバルコンパクトを提唱した1999年のダボス会議を振り返って、当時はビジネスセクターと手を組むことが「悪魔と手を組む」ことのように加盟国やNGOからは見られたと述懐している。しかし事務総長は、NGOとビジネスがステークホルダーと協力してグローバリゼーションの恩恵を受けていない人に手を差し伸べるべきだと考えていた。

GCのアイデアを考えたジョン・ラギー（？）が2000年に来日し、企業数社を回った時には「GCは事務総長のHobby」と言われ、全く反応がなかった。そもそも、企業を訪問してもどこの部署に行けばよいのかが分からない。たいがいは環境問題対応の部署に案内されたが、彼らは「環境配慮だけならGCに入ってもよいが、労働条件、人権となるとちょっと」と二の足を踏んでいた。しかし現在では世界で3581団体が参加しており、日本でも46団体。フランスは400以上、スペインは300以上、アメリカは152団体。それだけの企業が、チャリティではなくビジネスの延長として取り組んでいる。

新聞で読んだ記事から紹介するが、例えばフランスのある企業はブルキナファソの生産者からシアバターを買い取って化粧品を作り、現地の生産者を支援している。「UN」の文字をとって「Business UNusual」と新聞では紹介されていた。こうした取組みが進められている。

金田

CSRとサステナビリティについての関係性、特に貧困問題との関係性について全体のフレームワークから説明したい。フレームワークの最初の図を見ていただきたいが、一番上の①の部分、まずは社会に必要とされる本業をしっかりやること。次に、②の部分、社会から望まれる分野に事業ドメインを広げていく。自動車会社であればエコカーの開発、金融・証券の分野であれば環境配慮型融資であり、SRIファンドである。さらにその下の③は、働きかけ責任と呼ばれるもの。NGOや政府にも働きかけながら、一緒に進めていく。こうした働きかけを自らのサプライチェーンの中で進めていく時には、CSR調達になる。GRIガイドラインの中には「積極的にアドボカシーをすることがCSR活動のひとつ」と書かれている。業界を通じて、また単独でのアドボカシー。例えば、金融業ならUNEP FIに入ることだし、GCに入ることもこれにあたる。

④は起業市民活動として、ヒト・モノ・カネ・ノウハウ・情報を社会に還元していく。⑤は内部管理、マネジメント活動であり、コーポレートガバナンスの実施。

次のフレーム図を見ていただきたいが、軸の上の方が「Human Development」下側が「Human Security（人間の安全保障）」になっている。右上にある「従来型市場」でのビジネスから、次に「配慮型市場」、これはエコカーなど「もうかるCSR」とも言われる部分だが、そして更に最近では更に左下のBOP（Bottom of Pyramid）市場にビジネスを拡大しようとする企業も出てきている。ここは、相手が貧困層だけに今まではビジネスの対象として注目されなかった領域だが、やりようによっては、貧困層から収奪するという意味ではなく、貧困層と企業の双方にとってメリットがあるビジネスが可能、と注目されている。マイクロファイナンスの分野でも、シティグループやHSBCなどが事業を始めようとしている。

これらはいずれも市場の中でのCSR活動だが、一方市場外での活動としては、左上が従来からのメセナ活動。これは企業にとってはやりやすい分野だが、そこから下の「人間の安全保障」に向けて、従来は政府の仕事だった領域、例えば地雷除去などの分野でも企業は活動を始めている。

いずれにせよ、企業は社会的批判といった「ムチ」だけでは動かない。良い取組みには表彰するなどの「アメ」の部分も重要。

今年3月末にオックスフォードで開催された「社会企業家国際フォーラム」では、ムハマド・ユヌス、アル・ゴアなどそうそうたるメンバーが参加した会議だったが、ここでは「社会起業家」を「第4セクター」と呼び、社会企業家による従来とは違う新しい活動の重要性が指摘されていた。CSRを進めて行く上でも、この「社会起業家」という観点は重要。

高橋

金田さんより新しいフレームワークを提示していただいた。人間の安全保障へのシフトが大事。次は、違うセクターからコメントをいただきたい。NGOの立場から黒田さん、お願いします。

黒田

現在SAIフェロー。90年代終わりからCSOネットワークで企業、政府、NGOの連携を図る活動をしてきたが、当時は地球規模の活動に三者の連携で取り組むといってもそれは理想形で、具体的な事例がない訳ではなかったが、まだまだマクロの話とミクロの取組みには乖離があった。それが今では、同じ土俵の上で具体的は話に移行しつつあり、社会的なミッションを掲げながら企業的なやり方で活動する社会企業家が増えている。

BOP市場において貧困層を対象とするビジネスを行う際に注意しなくてはいけないのは、貧困とは経済的側面だけで起きているのではなく、社会的側面が重要だということ。それを考えた時に、貧困層を対象にしたビジネスを行う際にNGOや政府との連携は必要。マルチセクターによる連携はとても重要だし、そういう意味で今日のようにマルチセクターが一同に会した会議は意味がある。

大菅

今日は企業の方を含むこれだけの参加者に集まってもらい、非常に嬉しい。GWにカンボジアに出張し、プノンペン近郊のアパレル工場を見てきた。現地ではアパレル工場が増えており、90年代には20～30の工場で2～3万人が働いていたのだが、2006年には300の工場に30万人が働いている。韓国系の資本が多く、1工場当たりの従業員は数千～1万人にもなる。労働者のほとんどは農村から出稼ぎに来ている若い女性。社会経験がないまま働いており、どこかの組織にだまされて風俗産業に連れて行かれたりする危険性も高い。だが工場には、こうした女子工員の労働条件は生活についてきちんと管理し指導するだけの能力がない。カンボジア政府はILOの条約などは締結しても、それを国内の工場に徹底させていくだけの能力がない。そこでILOや国連人口基金がカンボジア政府を支援して工場管理者のための研修、技術指導を行っている。こうした問題について、企業と途上国政府、そして国連機関がパートナーシップを発揮すべきだと思う。

国連は主権国家の集まりであり、その中でNGOは国連憲章第71条で経社理と民間団体の関係として規定されているが、企業の位置づけはない。しかしそうした「法的根拠」はなくともアナン事務総長がGCを立ち上げたのは、企業が影響を持ちうるということ。では企業が役割を果たすために何ができるのか。陳腐な言い方だが、世論を盛り上げることではないか。さっき妹尾さんは化粧品のことを紹介されたが、ご自分でその化粧品を買われている。世論を盛り上げ、いいことをしている企業が儲かるようにしなくてはいけない。95年にフランスが核実験をやった時に日本で反仏感情が盛り上がり、バーは「フランスワインは置きません」と表示すると客が集まって儲かった。世論の盛り上がりが核軍縮に向けた声を発信し、そしてバーの経営者も儲かる。

開発に話を戻すと、先週の閣議でODAを含む来年度の予算が3％のマイナスシーリングで決まった。マイナスシーリングも世論を睨んでのことだが、ODAについては是非増額を求める市民社会からの声をお願いしたい。

原田（日経新聞）

日経で国連を担当しているが、4月にUNEPがPRI（責任投資原則）を導入した。これはGCの具現化であり、日本でも既に5つの運用機関が参加表明している。全体の話よりも事態は進んでいる。企業とNGOの連携の話では、伊藤忠商事の丹羽会長がWFP協会の会長になっているが、日本企業に自分で電話して入会を誘っている。ジャパンプラットフォームは6年前に企業、NGO、政府が協力して誕生したが、企業との協働はなかなか難しい。先日、初めて理事会に企業が入り、やっとバランスが取れた状態になった。

国連とNGOの協力という狭い捉え方ではなく、サステナブルな社会を作るために企業、NGO、政府がどう協力できるかを議論しないと話が狭くなる。

国でなければできないことがある。だから政府には期待したい。その意味では大菅さんの話はちょっとピントがずれていたように思う。環境や貧困をはじめ、国連で議論される問題を昔は加盟国が各国に持ち帰って議論していたが、これらは国境を超えた問題であり、加盟国が持ち帰っても解決しない。そこで国連は自らが解決する方向に進んだ。例えばUNHCRの活動のように。今、国連では安保理の力が非常に強い。経済社会理事会の強化が必要だが、安保理にHIV/AIDSなど開発の問題を持ち込んでも良い。日本は安保理の理事国なのだから、そういう問題を持ち込める立場にある。

企業、NGO、政府の連携が進まないのは、討論の場がなくお互いに偏見を持っているから。今回このような場があるのは良いこと。

井出（日本航空）

日本航空はGCにも参加し、国際協力NGOにもAir Lineとして協力を行ってきたが、今回のNGO提言の「日本政府は、航空券税などの新資金メカニズムに積極的に参加すること」の部分にコメントさせていただきたい。ポイントは3点。1点目は、消費者の立場から見てこの税は「取りやすいところから取る」税金であり、問題である。今のODA資金などを見直せば、AIDSや貧困対策の資金は出せるはず。何も新税に求める必要はない。

2点目は、私的企業部門に新税がかかってくるが、もっとCivil Sectorが税制改革に積極的に関わっていかなくてはならないのではないか（今井註：すみません、この2点目はよく意味がわかりませんでした？）。

3点目は、この税金は国際的交流活動の拡大に対してマイナス。アフリカは航空輸送網の充実が必要であり、そう考えるとこの税金はおかしい。また、「富める者から取る」方法としてもこの税金は正しいのか。途上国の人もよく航空機を利用しているし、税負担が増えて困るのはエコノミークラスを中心に利用しているNGOの人たち。資金アプローチをどうするか、市民セクター、NGOと建設的な議論をしたい。

高橋

提言には航空券税という名称を使ってしまったが、言いたいのは広い意味での新しい資金メカニズムについて議論していく必要がある、ということ。
（発言者わかりません。＊野村氏と今井との間に座っていた方）
高橋さんの全体会での話は興味深かった。この会議はまさに国連のアカウンタビリティを達成してためのもの。国連の役割は何か、貧困削減に向けて何ができるのかという時に、アカウンタビリティとは結果責任だけでなく、前提が重要。国連の政策はどうあるべきか、よりよい政策を作るためにはどうあるべきかの議論が重要。企業にも、企業として国連のより良い政策を作るためにどう貢献できるのかを考えていただきたい。GCはひとつのオプションであって、他にも方法がある筈。

原？
日本には国連を悪者にする人がいるが、国連はなくてはならない機関。そのアカウンタビリティは世界に示されるべき。企業の人は国連の意義をどうのように考え、企業の中ではどのように議論されているのか。
苑原？（大東文化大）

SA8000の概略が聞きたい。

高橋

それは後ほどイオン・西面氏に説明願う。持続可能な社会を作るため、企業に対する要望などはないか？

野村

これまで企業と国連の接点はなかったが、GC参加企業の話を聞くと、企業は色々なことをしている。GCという接点があれば、企業が個別にやっていることがMDGsの取組みに組み込まれることは多い。企業はNGOに対する警戒感が強い。GCに入ってもし10原則を守っていなかったら「NGOから指弾されるのではないか」という不安がある。サステナブルな社会を作るということはNGOも企業も共有できる筈だし、もっと対話が必要。
（発言者わかりません）

私は民間企業から国連機関、大学、NGOと渡り歩いてきたが、どこに行っても「おかしいな」と感じる。この「おかしさ」をどうすればなくせるのか、が課題。

昨日、NGOと企業の協働について、経団連で大規模な会議があった。しかしそれが日経新聞に伝わっていない。

どんどん他の世界に入り込んでいき、「おかしな」ことに気付いて対話を始めれば良いソリューションが得られる。例えば、過大先進国の日本は少子化に見舞われているが、これを解決すれば世界に貢献できる。
高橋

では企業の取組みの具体例として西面さんにお願いする。

西面（イオン株式会社）
サプライヤーCoC（Code of Conduct）の説明をしたい。当社ではSA8000という認証システムを導入しているが、これはまだ日本では2社だけ。ナイキの問題等がありイオンでも対応を考えていたところ、SA8000を知った。2005年現在で50カ国、881社が導入している。

イオンでは1994年からトップバリュというプライベートブランド商品を販売しているが、この商品の製造工場について2003年にSA8000を導入した。品質管理面についてはそれ以前から工場の監査も実施してきたが、労働条件等の基準は設置していなかった。
現在は基準として13項目を導入している。①～⑧がSA8000に準拠した基準であり、残りの⑨～⑬はイオン独自で設定している基準。項目の内容は、児童労働・強制労働の禁止、安全衛生、結社の自由、差別の禁止、労働時間、賃金、経営責任、環境基準など。監査についてはイオンによる2者監査と、第三者機関による3者監査を行っている。2003年から500社を対象に監査を進めており、現在まで300社が終了、そのうち100社が既に認証を取得している。

2004年にはGCに参加。これは、自社の取組みがGCの理念に合致していたから。

黒田

今日の社会は、国境を超えて生産が行われ、それが家庭の消費にまでつながっている。国境を超えて、マルチステークホルダーの対話が重要。SAIではマルチステークホルダーとの対話を重視しており、中国などで具体的に取り組んでいる事例がある。貧困とは経済的要因だけではなく社会的要因も大きい問題であり、問題解決には現地にいるステークホルダーの参加が大変に重要。
石塚（笹川平和財団）

SA8000については98年ころに始めて話を聞いた。SA8000は面白いアイデアあと思うが、貧困問題は複雑であり、SA8000だけで解決できることではない。SA8000はNGOサイドではなく企業が始めたと聞いている。つまり、NGOから批判を受けた企業サイドがイニシアチブを取って生れたもの。このような形で、NGOと企業との対話が建設的な方向に進めばよい。

田辺（JACSES）

GCやSA8000のような規格も大事だが、CITIやHSBCのマイクロクレジットのように、是非規格を超えて取り組んでいって欲しい。そのときに、販売する対象である途上国のマーケットがどう動いているかが重要。そこが民主的でオープンな市場でなければ、不安定なマーケットになってしまう。JACSESは開発プロジェクトなどを通じて途上国の民主化を進める活動をしているが、途上国の社会をどう変えることができるかが重要。
山口（旭化成）
西面さんに何点か質問したい。SA8000の第三者監査を実施しているのはどういった組織か。取引先が何千とある中で、どう優先順位を付けているのか。監査基準は定量的なものなのか、それとも定性的なものなのか。監査結果を受けて取引先を変更した事例はあるのか。
西面（イオン）

現在監査を依頼しているのはドイツのTUVという団体。取引先の優先順位については、まずトップバリュの製造元に対する質問票を回収し、その結果に基づいて優先順位を決定している。
イオンが行う第2者監査は定性的なもの。第3者が行う監査は定量的なものになっている。2003年から監査を実施してきて取引を停止した会社はない。ただ、取引先から「基準を達成することが難しい」と辞退されたケースはあった。

（発言者わかりません）

SA8000の話から、イオンがかなりの努力をしていることが分かった。ソーシャルアカウンタビリティというものが企業から発信されているか、また市民がどう受け止めているかが重要。フェアトレードについて海外では市民が反応しているが、日本でも市民の意識が高まることが重要。今日もメディアの方が来ているが、メディアの力は大きいし、メディアの「本業でのCSR」として発信して欲しい。
高橋

企業の自主的な取組みであったとしても、その背景にはNGOや市民の声がある。各セクターそれぞれの役割についてどう考えるか。

渡辺？

企業には「お金を出す」活動だけでなく、情報発信、アドボカシーに力を入れて欲しい。

（発言者わかりません　ILOの方）
2～3年前まで日本の企業の関心は環境に偏重していたが、ここにきて労働環境にも関心を示しているとのことで、嬉しい。ただ企業の関心がどこまでサステナブルなものなのか一抹の不安がある。一本筋が通ったCSRに取り組んでもらうには企業トップがきちんと本業に位置づけないといけない。そしてCSRをどうProfit Makingと結びつけるかを経営戦略の中できちんと考えることが重要。イオンは先進的であり、お金も人手もかけている。社員全員がCSRの精神を持ってどこまで取り組んでいけるのかが大事だし、是非会社全体に浸透させて欲しい。
白木（ACE）

児童労働や労働・人権の問題は企業にとって取り組みにくい分野。日本企業であれば日本人の人権問題は把握しやすいが、途上国の労働者は外なる労働者であり、何か問題があれば解雇すれば済むのかも知れないし、取り組みにくいのかも知れない。しかし、自分たちの労働者と同様に途上国の労働者も守って欲しい。

児童労働の問題を解決するためには他の問題へのアプローチも必要。マイクロファイナンスや、雇用機会の提供など・・・単にサプライチェーンの中だけでなく、もう少し広く考えて欲しい。GCの中にもそういう趣旨で書かれていると思う。
篠原（損保ジャパン）
損保ジャパンに勤務しているが、今日は私的に参加した。サステナブルマネジメントは大きなコストがかかり、企業にとって制約があることを政府・NGOにも理解して欲しい。企業の者でも市民のひとりとして、長期的なストラテジーを考えていきたいと思っている。「意識を持っている人を増やす」という観点から、政府には教育へのアプローチ、広報活動を期待したい。特に霞ヶ関全体でのアプローチをして欲しい。
（発言者わかりません）

経産省は何故この場に来ていないのか。先週は経産省関連でOECDの会議があったが、そちらは経済成長がメインに会議。このような会議にも経産省は来るべき。

高橋

既に終了予定時間になってしまい申し訳ない。最後に、各リソースパーソンから一言ずついただきたい。

大菅

「国連改革に関するパブリックフォーラム」の趣旨からして、議論が拡散してしまった感じ。司会者がたびたび「国連や政府に何を期待しているのか」と問いかけたが、答えがない。何も期待されていないのであれば、非常に寂しいこと。確かにCSRにおいて国連や政府は関与していない。しかし、野村さんがおっしゃっていたように、実は国連もGCなど同じようなことをやっている。今日の議論を通じてそれは認識していただけたのではないか。国連が途上国のオペレーショナルな部分に協力することはできる。
8月1日に外務省の機構改革があり、バイとマルチの援助について新しい体制で実施することになる。より現地レベル、相手国の首都ではなくコミュニティレベルでのニーズをくみ取ることができるようになる。そういう面でNGOとの連携、また企業との連携も必要になってくるし、シナジーを作りだすことができるだろう。
今日は全体的にトップダウンの議論で、NGOからも自分が見てきた工場の話などはなかったが、現場レベルで政府、国連、NGO、企業の協力ができないものか、可能性を探っていきたい。

妹尾

GCは国、地域のネットワークとして発展してきており、ジャパンネットもそのひとつ。またアカデミックネットワークも前所長の野村氏によって発足した。労働団体のGCネットワーク、NGOのGCネットワークがあってもよい。ネットワークは自由に参加できるものであり、将来的にはもっとネットワークがあってもよい。
金田

企業というものを、業種等によりもっと細分化して考えても良い。2003年は「CSR元年」と言われるが、消費財メーカーにとってのCSR元年だった。今年は、責任投資原則ができた年。ESG（Environment,Social,Government）の3点においてきちんとしていなければそこでは資金を運用しない、という原則。世界ではカルパースはじめ80、日本でも5つの機関投資家が既に加盟した。融資の部分では赤道原則がこれにあたる。途上国に対する5000万ドル以上のプロジェクト融資を行う場合、環境・社会両面で影響がないものにしか融資しないという原則。つまり、DebtとEquityの両面でサステナブルな動きができている。

こうしたものを実行するにあたっては、従来からのPDCAサイクルのほかにもう一つのPDCAサイクル（Perform,Disclose,Communicate,Appreciate）が重要。マルチステークホルダーミーティングで、このPDCAサイクルを作っていかなくてはならない。社会企業家の視点が大切。
黒田

2点コメントさせていただくが、一つはSA8000について。SA8000は98年に作られ、2000年に改訂版が出ている。現在更に改訂中。SA8000に関わっているNGOは少ない。皆さんからSA8000に対するコメントをもらえれば嬉しい。
もう一つは、ISO・SRについて。現在ISO・SRの日本委員会にNGOから誰も入っていないのは非常に残念。マルチセクター間の議論の中でNGOが入ることは非常に重要。

西面

これからも、現在やっているCSR活動を前向きに取り組んでいきたい。NGOとの協力も重要になると思う。

以上

（記録：今井）

